
サービス付き高齢者向け住宅に対する固定資産税の減額について   
『高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律』の施行日（平成２３年 
１０月２０日）から令和７年３月３１日までの間に、サービス付き高齢者向け住宅である貸家

住宅を新築した場合は、申告によりその家屋に対する固定資産税が減額されます。   
［減額の対象となる貸家住宅の要件］（次の全ての要件を満たすこと） 
● サービス付き高齢者向け住宅として登録されていること 
● 契約方式が賃貸借契約であること  
※利用権契約のものは減額適用外です。  

● 床面積要件：１戸当たり３０㎡以上１６０㎡以下（※共用部分を含む） 
● 戸数要件：１０戸以上 
● 耐火建築物（主要構造部を耐火（準耐火）構造とした建築物）であるもの 
● 補助受給要件：国からサービス付き高齢者住宅に対する建設費補助を受けていること 
※ 共用部分を含むとは、高齢者に対するサービスを行うために必要な共用部分の床面
積に限り、居住部分の床面積で按分した同部分の床面積を加えて判定します。    

［減額される税額と範囲］ 
サービス付き高齢者向け住宅の１戸当たり床面積１２０㎡相当分を上限として、固定資産

税の３分の２を減額（サービス付き高齢者向け住宅部分に限る）    
［減額される期間］   新築後５年度分 
※サービス付き高齢者向け住宅に対する減額は、新築住宅に対する減額措置に代えて適用

されます。   
［減額を受けるために必要な提出書類］ 
・サービス付き高齢者向け住宅に対する固定資産税の減額申告書 
・サービス付き高齢者向け住宅として登録を受けた旨を証する書類（写し） 
・国の建設費補助を受けている旨を証する書類（写し）   ・各階の平面図   ※住宅を新築された翌年の１月３１日までに申告が必要です。   

（裏面へ）  



※マイナンバー（個人番号又は法人番号）の記載について     平成２８年１月１日以後に提出するサービス付き高齢者向け住宅に対する固定資産税
の減額申告書の様式にマイナンバー（個人番号又は法人番号）の記載欄が追加されまし

た。     個人番号を記載した申告書をご提出いただく場合、本人確認を実施します。     マイナンバーの確認書類と本人確認資料を添付して記載してください。     マイナンバーの記載がない場合でも、申告書は有効なものとして受理いたします。     また、本人確認資料の不備等により本人確認できない場合は、記載がないものとして
受理しますので予めご了承ください。  

［問い合わせ先］ 
市役所資産税課（０７９７－７７－２０５９） 


